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県反核実行員会、むつ市に要望書を提出「下北の核関連施設の撤去、廃止を！」

社民党青森県連や原水禁などで構成する青森県反核実

行委員会は例年、『４・９反核燃の日全国集会』に合わ

せて県やむつ市、各原子力事業所に対して原子力開発の

見直しなどを求める申し入れ書や要望書を提出してきま

した。しかし本年はコロナ禍のため集会は中止となり、

申し入れ行動も延期していました。そこで緊急事態宣言

解除後の７月８～９日にかけて県内各所へ申し入れ行動

を行いました。

むつ市とは９日に申し入れを予定していましたが、市

側から「要請のための来訪者はコロナ汚染防止の観点か

ら、むつ市民に限定する」との態度が示されました。そ

のため、今回の申し入れは党総支部目時代表、栗橋幹事

長そして杉浦市議の３名で行いました。

申し入れは９日午前 11 時から 30 分程度、企画政策部

松谷部長以下３名が対応しました。なお、要請文には１

カ月以内をメドに文書回答を約束しました。

要望書を手渡す目時代表                  対応する松谷企画調整部長（左）

要請文（抜粋）～文書回答を求めた項目について

《原子力船「むつ」関連》

① 原子力船「むつ」の解体が行われ、原子炉はむつ科学館に置かれている。その周辺には低レベル放射性廃棄物

の貯蔵施設があるが、これはいつまでに搬出される約束になっているのか？

② また解体した原子炉は科学館にそのままの形で保管されているがいずれは解体処分される約束になっている。

これもいつまでに解体処分される約束になっているのか？

③ このような放射性廃棄物に関しては、医療放射性廃棄物の最終処分場に送られると聞いているが、その最終場

に関しどのような進展があると承知しているのか？

④ 候補地選定がされず、そのまま先送りされるなら、核のゴミの集積場ということになると思うがどうか？

《むつ中間貯蔵施設関連》

⑤ むつの使用済燃料中間貯蔵施設の存在意義について、かつては原発から年間 1,000 トンの使用済燃料が発生す

るという前提で用意されたと承知している。しかし、六ヶ所再処理工場の操業の遅れや、原発の運転も少なくな

り、各原発サイトに中間貯蔵施設が用意され、今後はそれらの施設に対して核燃料税が支払われる状況に変わり

つつある。もし原発から使用済燃料を出せないのであれば、現在ある 3,000 トンの貯蔵庫もフル稼働しないで

50 年経つ可能性は十分あり、5.000 トンが貯蔵される前提で計算されている核燃料税の見込みも果たせず、皮算

用になってしまう可能性もある。どういう見込みで、これを試算しているのか、使用済燃料搬入の全体計画を示

して、その根拠を示していただきたい。

⑥ もし今後使用済 MOX 燃料の貯蔵が必要になった場合に、現在の中間貯蔵施設に受けいれるのか、その場合 100

年から 300 年間貯施設で管理をするということになるかもしれないが、それも視野に入れているのかどうか？

⑦ かつては 54 基の原子力発電所があったが、現在 10 基を超える発電所で運転計画が示せなくなった。原発がだ

んだん無くなっていくという前提の中で、今でも核燃サイクルを維持するために使用済燃料の中間貯施設が必要

だと考え、それがむっ市の財政基盤を支えると貴職は唱えるが、先ずは、原子力船「むつ」の核のゴミを片づけ

ることに政治力を発揮すべきではないのか？

⑧ 貴職はジオサイト構想でむつ市を活性化したいと考えているようだが、今ある自然を生かして、未来へ引き継

いでいく必要性を考えるのであれば、使用済燃料の中間貯蔵施設を白紙に戻し、六ヶ所再処理工場と MOX 加工工

場、大間フル MOX 原発の建設に反対を表明すべきではないのか？



反自民むつ市議団、議会対策等勉強会を開催～７月３日

むつ市長の GOTO トラベルキャンペーン『人災』発言が全国から注目されました

その発言が飛び出したのは 7 月 13 日
むつ市の新型コロナウイルス対策本部会議だった。会

議の冒頭、市長は、政府が 22日から開始すると発表した
観光需要喚起策「Go To トラベル」について、こう述べ
た。『Go Toトラベルが始まれば、ウイルスが全国に解
き放たれることになる。そのことによって拡大に歯止め
がかからなければ、政府による人災と評価できる』出席

した市のある幹部は『人災という表現には驚いた。ふだ
んの会見であればオブラートに包むだろうが、緊急事態
宣言の時以上の危機感だと思った』と振り返る。

発信源は、むつ市
政府のキャンペーンに、市長が公然と異を唱えたむつ

市は、本州最北・下北半島の中心に位置する、人口5 万
6000 余りの街。漁業や林業などを基幹産業とする地方都
市だ。日本三大霊場の１つとされる恐山や、渓流沿いの
温泉を楽しめる薬研温泉郷、野生のサルとしては世界で
最も北に住む「北限のサル」が見られる「野猿公苑」な

どには、年間 80 万人以上の観光客が訪れる（※平成 30
年青森県観光入込客統計）。外国人観光客の誘致にも力
を入れ始めた矢先だった。

感染者ゼロの『我慢』が水泡に
宮下は、会議のあとの記者会見で、こう説明した。

『Go To トラベルの実施によって、リスクが高いところ
から低いところに確実に人が動く。そうすると、いまま
で我慢してきたこと、いま我慢していることがすべて水
泡に帰す。国がどういうキャンペーンをやろうが、むつ
市は市民を守る責任がある』むつ市は、４月の緊急事態

宣言の全国への拡大に先立って、市民に、極力、市内だ
けで活動するよう呼びかけてきた。また、出身者に対し
ても、帰省を控えるよう呼びかけるなど、“我慢”を求
めながら対策にあたってきた。これまでのところ、市内
で感染の確認は、ゼロに抑え込んできた。

弱すぎる地方都市の医療体制
宮下が危機感を抱く背景には、厳しい医療事情がある。

むつ市にある公立のむつ総合病院は、むつ市と周辺 4 町
村の住民など、約 8万人の医療を支える唯一の総合病院

だ。むつ市周辺の下北地域で新型コロナの感染者が確認
された場合は、ここで受け入れることになるが、感染症
専門の病床は、わずかに 4 床しかない。重症患者の治療
に使う人工呼吸器は 10 台、人工心肺装置（ECMO）に至っ

（仮称）野党むつ市議団（杉浦弘樹、工藤祥子、佐藤

武３市議）は議会ではそれぞれ無会派で活動しています

が、圧倒的な与党勢力の中で苦戦を強いられる現状にあ

ります。こうした状況を少しでも打開するために杉浦市

議の発案で元市議の目時党総支部代表と横垣元共産市議

を講師に議会対策等の勉強会を開催しました。

勉強会は７月３日、まさかりプラザで３市議の他、能

登風間浦村議や社民や国民両党の役員等が参加し開かれ

ました。

第一回目はむつ市一般会計予算の特徴などを学びまし

た。目時元市議からは町村合併後に本来、旧町村部で活

用されるべき原資が新むつ市へ組み込まれてしまったこ

と、旧町村の各生活関連施設の合併や統合が急速に進み

つつあることへの懸念などが話されました。また、現市

政が第一次産業予算を減少させ『北の防人館』やジオパ

ーク構想など観光産業優先の姿勢が強く出ていることが

示されました。また、横垣元市議からは、杉山市政時代

の建設業界絡みのハコモノ、道路建設優先で進められた

こと、引き継いだ宮下元市長はこれらの負債の払拭に尽

力するガマンの市政を強いられた。その後の現市長のも

とでは市民体育館問題やゴミ焼却炉建設問題などで体力

以上の構想を示し、再びハコモノ優先に戻りつつあると

の感が否めないと述べました。

また、元市議の方々からは現市政の特徴的な疑問や解

明すべき課題として、医療関連では救急用ヘリポートが

当初計画のむつ病院敷地でなく、市役所敷地へ変更にな

ったこと、むつ病院の病棟改築予算が高すぎること、ま

た、むつ病院事務職員のスキルや医師とのコミュニケ

ーション上の課題、老齢者対策として医師不足と言わ

れる中でみちのく荘が医師の増員を実現しているなど学

ぶべきことがあることなどが挙げられました。また、当

初予算計画を大きく上回った新体育館は今後も検証とラ

ンニングコストにも目を光らせるべきだとしています。

杉浦市議は今後もこうした反自民議員同士の学習交流

を重ねながら『開かれた議会』を目指していきたいと話

しています。
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７月 13 日、市の新型コロナウイルス対策本部会議でのむつ市長の発言が全国で話題を呼んでいます。全国放送の日本テ
レビ系『情報ミヤネ屋』や BS-TBS の『報道 1930』に相次いで生出演するなど、全国から大きな反響を呼んでいます。そして
『NHK 政治マガジン７月 29 日号』でも大きく取り上げられました。このマガジンから発言の背景などを紹介します。なお、この記
事は NHK むつ支局の佐野裕美江記者がまとめたものです。                               （文中敬称略）

次ページに続く



衝撃走る！アツギ解雇問題
市内最大の企業である東北アツギで業績

不振のため約 1/3 の人員整理が発表されま

した。歴史もあり長年、優良企業と思って

いた会社の突然のことに各方面に衝撃が走

りました。現時点では希望退職だけでは足

りずに指名解雇もある模様です。

これにより生活基盤を脅かされる多くの

世帯が生じます。こうした突然の雇用問題

は直ちに家計に響きます。地域の生活基盤

構造を壊さないためにも事業者、国、自治

体などのより真剣な取組が求められます。
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他にもむつ・下北を巡る多くの新聞記事がありました。
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７月はこれ以外にも「再処理工場書類審査終了」という大き

な報道もありましたがスペースの関係で次回号に回します



ては 1 台もない。加えて慢性的に医師や看護師が不足し
ていて、ふだんから 4 時間の待ち時間がある診療科もあ
るほどだ。そんな中で新型コロナに対応する必要が出て
くれば、とたんに通常の診療に支障をきたしてしまう。
これは、むつ市に限った話ではない。医療提供体制を

どう確保するのかは、全国の地方都市で共通した課題だ。

恐れる『第 1号』さらに、こんな事情も
これまでのところ、むつ市では、感染者は確認されて

いない。それだけに市民には、『感染者第 1 号にはなり

たくない』という不安が広がっている。感染者が 30 人余
りにとどまっている青森県では、感染者が確認されると
地元紙が 1面で感染経路や濃厚接触者を表す図も作成し
て大きく掲載する。そして地域では、感染者が誰なのか、
どの会社や店の人なのか、世間話だけでなくインターネ
ットでも“感染者探し”が始まる。こうしたことによる

風評被害を市民の誰もが恐れている。宮下は、『（感染
者の）1 という数字の中には、一人の人生、命、それに
つながる家族、暮らしがある。それを大切にする日本で
あってほしい』ともらす。

“古巣”に複雑な思い
実は宮下は、『Go To トラベル』を所管する国土交通

省の出身だ。大学卒業後、国土交通省に入り、むつ市長
だった父の急逝を受け、市長選に立候補するまで、11 年
間官僚としてのキャリアを積んだ。市長としての基礎は、

役所で身につけたと感じている。しかし「Go To トラベ
ル」は、対象から東京が外れたものの、予定通り 7月 22
日から実施されることになった。そんな古巣の対応に、
“地域の実情が伝わりきらなかった”と落胆した。『国
土交通省は、現場で国民の命、健康を第一に考えて施策
を実行していく省庁。“経済を動かすせっかくの政策を

感染が拡大する局面で行うべきなのか”という意見を私
が言えるのも、国土交通省で特定の利益に偏らず、国民
の利益を追求する姿勢を育ててもらったから。だからこ
そ、「Go To トラベル」が全国で感染が拡大するタイミ
ングで、実行されるのは残念でならない』

分かれる賛否
宮下の“人災”発言は、数多くのメディアで取り上げ

られ、民放の情報番組にも生出演するなど大きな反響が
あった。市役所には、県内外から約 200 件の電話やメー

ルがあった。このうちの 6 割以上は『よく言った！』
『収束したらむつ市に行ってみたい』といった賛同する
意見だった。しかし、『経済を回さない方が死者が出る』
『収まるのを待っていれば、観光業は持たない』『感染
が拡大している地域に住む人を差別するな』などの厳し
い声もあったという。

苦境続く宿泊・観光施設
むつ市では、「Go To トラベル」による感染拡大のリ

スクを抑えるためとして、市ができる最大限の対策とし

て、23 日からの 4 連休、『薬研温泉露天風呂』や『野猿
公苑』など、公営の 21 の観光施設などを閉鎖した。実は
公共施設の閉鎖は、緊急事態宣言の解除後も、その必要
性ややり方について、市の関係者などの間で繰り返し議
論されてきた。しかし、「Go To トラベル」の実施が、8
月から 7 月の連休にあわせて前倒しされたこと、7月に

入って青森県内で首都圏から来た人や、首都圏に行った
人の感染が相次ぎ、むつ市内でも感染者が出る可能性が
高まったため、閉鎖の方向で議論が本格化した。緊急事
態宣言が出されていた時から下北地方の医療体制は変わ

っておらず、感染拡大への警戒感は緩めるわけにはいか
なかった。ある宿泊施設では、宮下の発言のあと、感染
が広がる地域からの利用客を中心に予約のキャンセルが
相次ぎ、3 割ほど減ったという。この施設の幹部は『正
常化には時間はかかると思うが、収束後も来ることをた
めらう人がいるのではないか』と不安を募らせる。まち

の経済をどう支えるのかも、避けては通れない課題だ。

まずは足元から
宮下も「Go To トラベル」の意義や必要性は、十分理

解している。しかし現状では、観光振興はリスクの低い
近隣の市町村や県内に限定して進めていくべきだと繰り
返し訴えてきた。現在、近隣の市町村を対象にした宿泊
キャンペーンなどの検討を進めている。全国一律ではな
く、地域の事情に応じた経済対策が必要だと強調する。
『経済を動かすためには、ヒト・モノ・カネを動かす必

要があり、『Go Toトラベル』はそれにあたるものだっ
た。しかし、感染が拡大する中では、全国一律ではなく
まず近隣、県内から始めていくべき。国からは多くのお
金が地方に来ていて、その活用方法は地域の中でそれぞ
れ知恵を出して考えるべきだ』

対策は打っているが…
むつ市でも、全国のほかの自治体と同様に、あの手こ

の手で経済対策を打ってきた。飲食店などへの 30万円の
給付や、宿泊業者を対象にした固定資産税の 8割給付、

プレミアム付きの商品券も発行した。細かいものでは、
テイクアウトで飲食店を利用すると自宅から出るごみが
増えるとして、市が指定するゴミ袋を市民に無料で配る
という支援策も。30万円給付の事業では、これまでに見
込みの 9 割を超える 940 社以上から申請があったという。
7 月に入ると、アルバイトができないなどの理由で経済

的に困っているむつ市出身の学生の支援に乗り出した。
ご当地グルメ『海自カレー』のレトルトや特産の『海峡
サーモン』のお茶漬けなど、特産品およそ 5000 円相当の
詰め合わせを仕送りとして 800 人以上に送る。

観光客が減少の中、特産品販売業者も支援する狙い
財源約 11 億円は、国からの交付金や市の貯金にあたる

財政調整基金の取り崩し、予算の組み替えで捻出した。
市の歳入のうち、自主財源は 3 割以下、そして財政の健
全さを示す実質公債費比率は 16.6％と、全国でも最下位

クラス。厳しい財政状況を抱える中、これまでにない規
模の予算だった。いまだコロナ禍がいつ収束するとも見
通せない中、これ以上、自治体が対策を続けていくこと
には限界がある。

『命を守れるか』
しかし、宮下はこう強調する。『自治体のトップに求

められるのは、市民の命と健康をどう守っていくか、安
心安全をどう確保するかということに尽きる。そして、
経済もまた命に直結するもの。経済が冷え込めば、難し

い状況で首をくくらないといけないということは、わた
しも酒屋の息子で、よくわかっている。しかし感染拡大
の局面の中では、命か経済かではなく、命を守れるか、
守れないかという中で、わたしたちにできることをする
必要がある』

【まとめ】政府は、感染防止と社会経済活動の段階的
な再開を両立させることが基本方針とする姿勢を崩し
ていない。一方で新たな感染の確認は、東京だけでな
く、全国で相次いでいる。『人災だ』とまで言わざる
をえない地方都市の声を、国はどう聞くのか



社民党青森県連合は過日、吉田忠智幹事長を迎え、総

支部代表者会議を７月 18 日に予定していましたがコロナ

禍、九州集中豪雨などの理由で中止となりました。これ

を踏まえて県連合三上代表が県内オルグに入り、当むつ

市には 29 日来訪し、総支部三役が対応しました。

三上代表によると、合流問題に関して７月中には全党

員向け討議資料作成を予定していたが諸般の事情で現時

点ではメドが立っていないとのことです。マスコミ報道

通り地方組織に依然として反対論が多いこと、福島瑞穂

党首が慎重な姿勢を崩していないことなどがあるとのこ

とです。一方では立憲民主と国民民主の合流問題が連合

本部の仲介もあり再加速しています。こうした状況下、

今秋ごろまでには社民党としても一定の方向を示さざる

を得ないのではないか、としています。具体的には反

対・慎重論に対して反戦平和・反原発国民運動をどうい

う形で継続するシステムの構築ができるかどうかにかか

っているとのことです。以下、最近のマスコミ報道記事

を掲載します。

社民・立憲合流問題、具体的な進展がまだ見られません
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